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内容 

 本書は，刑事事件のおよそ８割が簡易裁判所の略式手続によって処理されている中，簡易裁判所判事として
実際に手続に携わっていた著者が，実務処理に携わる裁判官，裁判所職員や司法関係者のために，精緻にそ
の根拠となる法令，指針を示しながら基本判例も併記して解説したもので，平成２４年９月発行以来，司法関係
者のみならず刑事事件に関与する弁護士の皆さまにも好評を得て増刷してきたところです。 
今や当協会の「理論と実務」シリーズで定評の著者が，最初に手掛けた本書も発行から５年余りが経過し，そ

の間に刑法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第４９号）による刑の一部執行猶予制度の施行等，刑事
訴訟法の一部を改正する法律（平成２８年法律第５４号）による合意制度及び刑事免責制度の導入等があり，今
回，これらを踏まえた加筆修正を行うとともに，この間の略式手続に関連する重要な判例も加えて，書き改めら
れ，第二版として発行することとなりました。 
既にご愛読の方も，これから初めて読まれる方も略式手続について大変分かりやすく解説されていますので，

是非お手元に置いてお役立てください。  
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